
（下水道使用料の状況） 

 

（他団体と比較した経営状況） 

図表 3 下水道使用料の実績と見通し 

図表 5 経営指標の類似団体比較（レーダーチャート） 

令和 3 年度の下水道使用料（税抜）は、1,287 百

万円でした。 

将来の水洗化人口の減少に加え、節水器具の普及

等に伴い排水量が減っていくことで、将来的には

下水道使用料の減少が見込まれます。 

（管路の状況） 

 令和3年度末時点での本市内の管渠延長は約480

㎞であり、455 ㎞が汚水管、25 ㎞が雨水管等とな

っております。 

本市の下水道事業は平成 2 年３月から供用開始し

ており、現時点で本格的な更新投資が必要なわけ

ではありませんが、今後を見越して計画的にスト

ックマネジメント事業などの老朽化対策を進める

必要があります。 

図表 4 汚水管の年度別管路延長 

 

 

 

 

 

 

  

（水需要の動向） 

 

 

過年度の実績から、将来において水洗化率が横ばいと

なることが見込まれる一方で、人口ビジョンを基に水

洗化人口を推計すると、令和 12 年度に 69,487 人と

ピークを迎え、令和 14 年度には 69,444 人、令和 24

年度には 68,484 人、30 年後の令和 34 年度における

水洗化人口は 66,416 人と令和 3 年度と比べ約 2.3%

減少することが見込まれます。 

有収水量は、水洗化人口の推移に伴い、平成 29 年度

の8,552 千㎥から令和 3 年度には8,570 千㎥と0.2％

増加しています。 

今後の有収水量は概ね横ばいで推移することが見込

まれますが、将来的には水洗化人口の減少及び節水器

具の普及等に伴い、減少することが見込まれます。 

第2章 下水道事業の現状と課題 

図表 2 水洗化人口と有収水量の見通し 

（経営戦略策定の趣旨） 

本市の公共下水道事業は、昭和 48 年 3 月に「下水道基本計画」を策定し、昭和 50 年 3 月に処理人口 16,600

人、鳥栖駅前の市中心部 330ha を整備する事業認可を受けて、昭和 51 年 11 月に工事に着手しました。その後、

平成 2 年 3 月、市中心部の 230ha で供用を開始しました。供用開始後 33 年と比較的事業年数が浅いものの、計

画的に整備を進めてきた結果、令和 3 年度末には行政人口に対する普及率は 99.7%となり、類似団体と比べて高

い水準に達しています。整備の段階を終え、今後は下水道施設の維持管理や改築更新に重点を置いた経営の時代に

入ろうとしています。 

本市は、現在も人口が増加しており、今後も定住促進のための取組を展開していくものであります。一方で、現

時点での人口ビジョンを基にした水洗化人口の推計に加え、節水型社会への移行などの状況を踏まえると、将来的

には下水道使用料（量）が減少傾向に転じていくと見込まれます。普及率が 99％を超えた現在、普及向上による

増収が望めない中、保有施設の老朽化が進んでいくことによる大量更新期への対応に加え、大規模災害に備えた対

策など、健全な水環境を守るために、今後、多大な費用が必要となることが想定され、下水道事業の運営はより一

層厳しくなることが見込まれます。 

このような現時点における将来的な使用料収入の見込み、施設整備の計画等を基に、本市下水道事業の経営を見

つめ直し、「住みたいまち、活躍できるまち、選ばれるまち 鳥栖―“鳥栖スタイル”の深化―」という将来都市像の

実現に向けて、将来にわたり住民生活に必要なサービスを安定的に提供していくため、中長期的な経営の基本計画

である「鳥栖市下水道事業経営戦略」を策定するものです。 

  

 

鳥栖市下水道事業経営戦略【概要版】 
令和５年8月 

第１章 経営戦略の策定趣旨と位置づけ 

図表１ 鳥栖市下水道事業経営戦略の位置づけ 

 

特に、「債務の状況（企業債残高対事業規模比率）」は

類似団体平均値と比較して高い水準にあります。 

これは、類似団体よりも、事業規模を示す使用料収益

に対する企業債の残高が大きく、企業債への依存度が

高いこと、過去の投資に伴う借入負担が重いことを意

味しています。 

『管路及び施設の状況』を示す指標では、「施設等の

効率性（有収率）」は類似団体平均値よりも良好である

ものの、「老朽化の状況（有形固定資産減価償却率）」

は類似団体平均値と比べ高く、老朽化が進行している

状況にあります。 

本市の場合、現状では更新投資の必要性はそこまで

高くありませんが、今後、耐用年数を超える施設や管

路が増加していくため、更新投資の必要性が高まって

いくことが想定されます。上述のとおり企業債の負担

が高い水準にある一方で、資金残高の水準は低いた

め、今後の更新投資に必要な資金を計画的に確保して

いくことが必要です。 
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第3章 経営の基本理念と基本方針 

基本理念 

基本方針 

美しいふるさと鳥栖であり続けるために、自然災害に強く、 

清潔で快適な生活環境を守る下水道 

本市では以下の３点を基本方針とします。 

（１）下水道整備事業の推進 
（２）管路や施設の更新 
（３）下水道事業の経営基盤の強化 

『財務の状況』を示す指標では、「繰入金の依存度」は低く、経常収支比率も良好な水準です。一方「事業収益対資金

残高比率」、「企業債残高対事業規模比率」が類似団体と比べて良好ではないため、改善の検討を行う必要があります。 

本市の公共下水道事業における水洗化人口は、平成 29 年度の 66,281 人から令和 3 年度には 68,006 人と普及率の

増加に伴い 2.6%増加しています。水洗化率については平成 29 年度から令和 3 年度にかけてほぼ横ばいで推移して

います。 

※平成元年度は供用開始延長を記載 



 
 

 

（投資計画） 
 

（財政計画） 
 

 

 

 

（令和14年度までの重要な財政目標） 
・経費回収率を 100%とする。 
・企業債残高対事業規模比率を 1,100%とする。 

第4章 下水道事業の効率化・健全化への取り組み 

（令和14年度までの重要な投資目標） 
・浄化センターの耐震化率を 100％とする。 
・浄化センターのストックマネジメント第 2期計画までの老朽化対策率を 100％とする。 
・西田川排水区雨水整備事業の整備率を 100%とする。  
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令和３年度の経費回収率は、100％と類似団体平均値

を上回っています。今後も 100％を維持していくため、

経費削減などの効率的な経営などを行うとともに、使用

料水準の検討を行っていくことにより使用料収入を確

保し、令和 14 年度における経費回収率を 100%とする

ことを目指します。 

また、企業債残高は計画的な返済により徐々に減少し

ており、令和 3 年度時点で約 187.4 億円となっていま

す。一方、収入に対する企業債残高の比率は類似団体と

比較して依然として高い状況です。一定の投資は実施し

つつも、企業債負担を将来へ先送りにしないように、今

後も投資に対する計画的な起債と返済を実施し、令和

14 年度における企業債残高を 160 億円にし、企業債残

高対事業規模比率を 1,100％とすることを目指します。 

 

浄化センターについては、令和元年度から耐震診断を実施し、令和４年度から耐震化工事を行っています。令

和７年度以降に残りの施設についても耐震診断を行い、診断結果を基に更なる耐震化を進めていき、令和 14 年

度までに耐震化率を 100％にすることを目標としています。 

令和４年度からストックマネジメント計画による老朽化対策工事を行っており、令和 14 年度までにストック

マネジメント第 1 期、第 2 期計画による浄化センターの老朽化対策率を 100％にすることを目標としています。 

西田川排水区雨水整備事業については、平成 28 年度に流出解析、平成 29 年度に実施設計を行い、県河川であ

る西田川上流にある旭地区の浸水対策として国の西田川水門改築事業、県の西田川河川改修事業と調整を行い

ながら、道路に雨水函渠を埋設する工事を平成 30 年度から着手しており、令和６年度までに雨水函渠の整備率

を 100％にすることを目標としています。 
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図表 8 営業収益、営業費用、営業外収益、営業外費用、当年度純利益の推移 

図表 7 経費回収率の推移 

第5章 投資・財政計画 

（投資・財政計画シミュレーション結果） 

第6章 経営戦略の事後検証・更新等 

（計画の推進の点検・進捗管理の方法） 
経営戦略の推進のため、毎年度、目標指標の達成状況を把

握することで進捗管理を行います。国の制度変更や、全体

計画区域等の変更により、経営状況に大きな影響を及ぼす

と考えられる場合には、本経営戦略の見直しを予定するこ

ととします。また、5 年に一度、経営戦略における投資・

財政計画と実績とのかい離及びその原因を分析し、その結

果を経営戦略等に反映させる PDCA サイクル（計画策定

「Plan」-実施「Do」-検証「Check」-見直し「Action」）

を導入し、目標の達成状況や見直した経営戦略を市民のみ

なさまへ公表します。 

 

図表 10 PDCA サイクルのイメージ 

（投資・財政計画シミュレーションモデルの作成） 
 一定の前提条件のもと、投資・財政計画シミュレーションを実施しました。 

図表 9 企業債残高の推移 

 

シミュレーションにおいては、更新投資に伴う減価償却費の増加などにより当年度純利益は減少が見込まれるも

のの、毎年当年度純利益を計上し、企業債残高対事業規模比率は目標を達成する見込みです。一方で、今後も景気

の変動など外部環境の変化により、経営状況も変化する可能性があるため、状況に応じ、使用料改定、組織や事務

事業の効率化、施設管理の見直し等、経営基盤強化のための取り組みを推進することが必要です。 

 

図表 6 今後の投資予定額 


